
この資料は、国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約（以下、「ハー

グ条約」という。）の実施に関連し、ハーグ国際私法会議（HCCH）が提供

する各国のカントリープロファイルについて、その概要や援助申請における

有用性などをまとめたものである。

国際的な子の連れ去り事案の当事者がハーグ条約に基づく援助を受けるた

めには、各国の中央当局（日本では外務省）に援助申請をする必要がある。

しかし、その援助申請及び援助決定のあり方は各国により様々で、また、外

国において子の返還裁判手続を進める際には、各国の司法制度をはじめ返還

裁判手続に関する情報が必要となってくる。

カントリープロファイルには、このような締約各国のハーグ条約実施体制

やハーグ条約に基づく裁判手続に関する情報の概要が掲載されている。しか

し、我が国におけるハーグ条約の発効後、援助申請に際して申請者やその代

理人がカントリープロファイルに目を通し、その内容に沿った援助申請や外

国での裁判手続を進めることに困難が伴う場合が見受けられた。その理由は、

カントリープロファイルの記載が膨大で全体像を把握しづらく、また、外国

語で記載されていることに原因があると思われる。

この資料は、そのような問題を解決し、カントリープロファイルを効果的

に活用してもらうための手引きである。我が国に関係する子の連れ去り事案の

当事者やその代理人弁護士にとっての利便性が向上されることを期待したい。
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以下、外務省ホームページ「ハーグ条約 カントリープロファイルの

説明」から引用

http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000142712.pdf

（本文書に関する著作権は外務省が保有する。）

1．カントリープロファイルとは何か

カントリープロファイル（以下、本文中「CP」という。）とは、ハーグ条

約７条２項e等に基づき、締約国の中央当局が作成する自国の情報提供のた

めの資料です。ハーグ国際私法会議のホームページに掲載され、随時、情報

が更新されています。https://www.hcch.net/en/instruments/conventions/

publications1/?cid=24&dtid=42

2．カントリープロファイルの有用性

CPには、条約の実施に関連する国内法や手続に加え、条約の実施状況に

関する各種情報が含まれています。子を国外に連れ去られた当事者（以下、

「LBP」という。）は、CPを確認することによって、連れ去られた国のおお

よその条約実施体制を把握することができ、今後の対応を効率よく検討する

ことができるでしょう。また、CPには、中央当局への援助申請や裁判所等

への申立てに有益な情報が数多く含まれているため、手続に必要な書面作成

の際の参考になるはずです。

3．カントリープロファイルの概要

各国のCPは、統一のフォームで作成されています。全体は7章（Part）

に分かれ、24項目について243の質問がアンケート形式で列挙されています。
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しかし、内容が膨大であることや各国の公用語で記載されているため、当事

者や代理人にとって、内容の把握が困難な面もあるかと思います。

そこで、CPの理解を助けるために、英語で記載された日本国CPの日本

語版を作成しました。CPは、各国、統一のフォームで作成されているため、

日本語版と参照すれば、知りたい情報に簡単にアクセスできるはずです。

ここでは、CPにアクセスする前に知っておいてほしい内容をまとめまし

た。日本語版を見ながら、以下の内容を確認し、CPの全体構造を理解して

ください。

（1）２つの目的

ハーグ条約は、子を連れ去られた親が望む目的を大きく２つに設定してい

ます。１つは、連れ去られた子の「返還」、もう１つは、「面会交流」です。

「返還を求める方法」についてはPart IIIに、「面会交流を求める方法」につ

いてはPart IVに記載があります。

（2）２つの窓口

子の返還と面会交流を求めるためには、２つの窓口があります。１つは

「中央当局」（中央当局の基本情報はPart I参照）、もう１つは「司法又は行政

機関」です。中央当局は、各種情報の提供等にはじまり当事者をあらゆる面で

サポートします。このような中央当局経由のサポートを「援助」といいます。

これに対して、返還するか否かの判断、面会交流に関する様々な判断は、

「手続」で行います。日本では裁判所が行いますが、国によっては、行政機

関が担当することもあります。日本語版の中では、判断機関である裁判所と

行政機関を合わせて「裁判所等」と記載しています。

したがって、「返還を求める方法」は、２つの窓口に分かれ、「中央当局経

由の援助申請（Part III, 6）」と「返還手続（Part III, 10）」とに分かれてい

ます。同様に、「面会交流を求める方法」も、「中央当局経由の援助申請

（Part IV, 13）」と「面会交流を求める手続（Part IV, 17）」とに分かれてい

−75−

ハーグ条約　カントリープロファイルについての説明



ます。

また、援助申請を求める当事者は「申請者」、手続を求める当事者は「申

立人」（連れ去った親（以下、「TP」という。）は「相手方」）と記載され、同

一の人物であっても関わる窓口によって呼び方が異なることに注意してくだ

さい。

（3）２つの方向性

子の連れ去りには、日本から外国に子が連れ去られる「アウトゴーイン

グ」ケースと、外国から日本に子が連れ去られる「インカミング」ケースが

あります。

アウトゴーイングケースでは、外国に連れ去られた子の日本への返還を望

むか、外国で面会交流することを望むかのどちらかになります。日本に残さ

れた当事者（LBP）は、日本の中央当局に援助申請をすることから始める

ことになります。これを受けた外国の中央当局にとっては、外国（への）返

還援助又はその国での面会交流援助が開始されることとなり、返還について

は6.2、面会交流については13.2のインカミング申請の対応をとることにな

ります。日本にとってのアウトゴーイングケースは、外国にとってインカミ

ングケースになることに注意してください。

また、裁判所等の手続は、返還か面会交流かの違いにかかわらず、子が実

際にいる連れ去り先の国の裁判所等が行います。返還するか否かの判断は、

その国にとっては常にインカミングケースであるため、手続の節に２つの方

向性による場合分けはありません。返還手続については10を、具体的な返

還方法については11を、面会手続については17を参照してください。

（4）２つの解決方法

子の返還や面会交流を実現するためには、２つの解決方法があります。１

つは、「裁判所等の判断による解決」です。確かに、ハーグ条約では、連れ

去られた子の迅速返還が原則であるため、返還手続をすれば、子の返還が期
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待できることと思います。しかし、TPが子を連れ去った事情や子の帰国後

の状況によっては、返還拒否事由に当たり、子の返還がかなわない場合も少

なからずありますし、子の福祉のために、友好的に解決を図ることが条約上

推奨されています。

そこで、もう１つの方法として、調停やADRなどの「裁判外の紛争解決」

が考えられます。当事者間に譲歩の余地がある場合は、第三者を介して話し

合うことで、任意の解決の道を模索し、よりきめ細やかな満足のいく解決を

得ることも可能です。任意の解決の方法については、Part Vを参照してく

ださい。

（5）その他

条約（関連条約含む）の批准や実施法を含む関連法規についてはPart II

を、裁判官ネットワークについてはPart VIを、実務担当者のトレーニング

や情報管理システムの利用状況についてはPart VIIを参照してください。

4．日本語版日本国カントリープロファイルの略語例・記載内
容に関する注意

日本語版CPは、我が国に残されたLBPとその代理人のための参考資料

として作成されました。一部の項目の翻訳を省略したこと、また、読みやす

さを重視したため直訳ではないことをご了承の上、ご利用ください。
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表記  英語  備考（意味、訳の意図）  
CP 国  your  country CP を作成した国  
ハーグ条約  1980 Hague Chi ld  

Abduct ion Convent ion 
国際的な子の奪取の民事上の側面に関

する 1980 年 10 月 25 日の条約  
DV spousal  v iolence 

domest ic  v iolence 
便宜上、ドメスティックバイオレンス

=「DV」とした。  
裁判所等  
 
裁判官等  

judic ia l  or  adminis t ra t ive  

author i ty  
judges/decis ion-makers  

司法又は行政当局  
 
裁判官又は（行政当局の）判断者  

TP abduct ing par ty 
abductor 

「連れ去った当事者」であるため、親

でない者も含むが、便宜上、連れ去っ

た親（ Taking Parent） =「 TP」とした。 
HP websi te  「ウェブサイト」であるが、便宜上、

ホームページ =「HP」とした。  
調停  
調停人  

mediat ion 
mediator  

CP では mediat ion が裁判外紛争解決の

総称として用いられている。日本では

審判とも連動する裁判所連結型のサー

ビスを「調停」というが、CP では日本

における ADR も含めた広義で用いら

れていることに注意してください。  
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1 7 . 3  子の参加 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 2  
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1 8 .  面会交流権の執行 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 3  

P a r t  V：調停その他の裁判外紛争解決手続 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 3  

1 9 .  調停 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 3  

1 9 . 1  調停サービス . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 3  

1 9 . 2  調停に関する規程 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 3  

1 9 . 3  調停へのアクセス . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 3  

1 9 . 4  調停のプロセス . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 4  

1 9 . 5  調停の合意事項の執行可能性 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 6  

1 9 . 6  外国における調停の合意事項 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 6  

2 0 .  その他の裁判外紛争解決手続（ A D R） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 7  

P a r t  V I：裁判官同士の直接の連絡 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 7  

2 1 .  裁判官同士の直接の連絡 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 7  

P a r t  V I I：その他の情報 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 7  

2 2 .  トレーニング . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 7  

2 3 .  その他の実施措置 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 7  

2 4 .  その他のサービス . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2 7  
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ハーグ条約 カントリープロファイル  

締約国名：日本  

法域：  

最終更新日： 2 0 1 4 年 1 2 月 8 日  

 

P a r t  I：： 中中 央央 当当 局局  

1 .  中中 央央 当当 局局 のの 連連 絡絡 先先  

機関  

住所  

 

電話番号  

ファックス番号  

E メール  

ホームページ  

担当者  

（使用言語）  

（連絡先）  

望ましい連絡手段  

外務省領事局ハーグ条約室  

〒 1 0 0‐ 8 9 1 9  

東京都千代田区霞ヶ関 2‐ 2‐ 1  

+ 8 1 - ( 0 ) 3‐ 5 5 0 1‐ 8 4 6 6  

+ 8 1 - ( 0 ) 3‐ 5 5 0 1‐ 8 5 2 7  

h a g u e c o n v e n t i o n j a p a n @ m o f a . g o . j p  

h t t p : / / w w w . m o f a . g o . j p / m o f a j / i n d e x . h t m l  

ハーグ条約室長  孫崎  馨  

（日本語・英語）  

+ 8 1 - ( 0 ) 3‐ 5 5 0 1‐ 8 4 6 6  

 電話  

 ファックス  

 E メール  

 郵便  

 その他  

  

2 .  言言 語語  

a )  中 央 当 局 へ の 提 出 書 類 に C P

国 の 公 用 語 の 翻 訳 文 が 添 付

さ れ る こ と が 望 ま し い で す

か。  

 はい。

公用語：日本語

 非公式の連絡の場合は不要。

 いいえ。

b )  英 語 又 は フ ラ ン ス 語 の 使 用

を拒否していますか。  

 はい。英語は不使用。

 はい。フランス語は不使用。

 いいえ。

 

1  
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3 .  中中 央央 当当 局局 のの 体体 制制  

a )  中 央 当 局 の 稼 働 日 、 稼 動 時 間

はいつですか。  

稼動日：月～金  

始業時刻： 9 時  

終業時刻： 1 7 時  

b )  稼 動 時 間 以 外 の 対 応 は あ り ま

すか。  

 はい。

 他の締約国の担当者

 C P 国の担当者

 いいえ。

c )  中 央 当 局 に ハ ー グ 条 約 専 門 の

スタッフはいますか。  

 はい。

□  いいえ。

d )  中 央 当 局 に は ど の よ う な 職 業

のスタッフがいますか。  

 公務員

 法律相談が可能な公務員

 弁護士

 社会福祉士

□  調停人

□  その他

 

P a r t  I I：： 関関 連連 法法 規規  

4 .  国国 際際 的的 なな 子子 のの 奪奪 取取  

4 . 1  ハハ ーー ググ 条条 約約 （（ 1 9 8 0 年年 ハハ ーー ググ 子子 奪奪 取取 条条 約約 ））  

a )  C P 国 で ハ ー グ 条 約 は い つ 発

効しましたか。  

2 0 1 4 年 4 月 1 日  

b )  こ の 条 約 の 発 効 の た め に 、 C P

国 で は 国 内 法 と し て 条 約 実 施

法 を 制 定 す る 必 要 が あ り ま し

たか。  

 はい。  

!  施行日： 2 0 1 4 年 4 月 1 日  

!  名 称 ： 国 際 的 な 子 の 奪 取 の 民 事 上

の 側 面 に 関 す る 条 約 の 実 施 に 関 す

る法律  

 いいえ。  

c )  そ の 他 、 こ の 条 約 の 実 施 の た

め の 政 令 又 は 手 続 規 則 は あ り

ますか。  

 はい。  

!  施行日： 2 0 1 4 年 4 月 1 日  

!  名称：   

"  国 際 的 な 子 の 奪 取 の 民 事 上 の 側

面 に 関 す る 条 約 の 実 施 に 関 す る

法 律 に 基 づ く 子 の 住 所 等 及 び 社
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会 的 背 景 に 関 す る 情 報 の 提 供 の

求めに関する政令  

"  国 際 的 な 子 の 奪 取 の 民 事 上 の 側

面 に 関 す る 条 約 の 実 施 に 関 す る

法 律 に 基 づ く 外 務 大 臣 に 対 す る

援助申請に関する省令  

"  国 際 的 な 子 の 奪 取 の 民 事 上 の 側

面 に 関 す る 条 約 の 実 施 に 関 す る

法律第 5 条第 3 項の規定に基づ

き 外 務 大 臣 が 都 道 府 県 警 察 に 求

める措置に関する省令  

"  平成 2 5 年最高裁判所規則第 5 号  

 いいえ。  

4 . 2  国国 際際 的的 なな 子子 のの 奪奪 取取 にに 関関 すす るる そそ のの 他他 のの 合合 意意  

a )  国 際 的 な 子 の 奪 取 に 関 す る そ

の ほ か の 国 際 約 束 を 結 ん で い

ますか。  

 はい。  

 ブリュッセル I I  a 規則  

 国 際 的 な 子 の 返 還 に 関 す る 米 州

条約  

 二国間協定  

 拘束力のない了解事項の覚書  

 その他  

 いいえ。  

 

5 .  1 9 9 6 年年 ハハ ーー ググ 親親 責責 任任 条条 約約  

a )  ハ ー グ 親 責 任 条 約 の 締 約 国 で

すか。  

 はい。  

 いいえ。  

b )  こ の 条 約 の 発 効 の た め に 、 C P

国 で は 国 内 法 と し て 条 約 実 施

法 を 制 定 す る 必 要 が あ り ま す

か。  

 はい。  

!  施行日：   

!  名称：  

 いいえ。  

c )  そ の 他 、 こ の 条 約 の 実 施 の た

め の 政 令 又 は 手 続 規 則 は あ り

ますか。  

 はい。  

!  施行日：   

!  名称：   

 いいえ。  



−84−

杏 林 社 会 科 学 研 究

4 
 

 

P a r t  I I I：： 返返 還還 をを 求求 めめ るる 方方 法法  

6 .  中中 央央 当当 局局 経経 由由 のの 援援 助助 申申 請請  

6 . 1  C P 国国 返返 還還 援援 助助 （（ アア ウウ トト ゴゴ ーー イイ ンン ググ ）） 申申 請請 （（ C P 国国 がが 申申 請請 国国 ））   

a )  申 請 書 の 作 成 に 関 し 、 ど の よ

うな援助がありますか。  

 中央当局による援助  

 他の機関による援助  

 弁護士の紹介  

 その他  

6 . 2  外外 国国 返返 還還 援援 助助 （（ イイ ンン カカ ミミ ンン ググ ）） 申申 請請 （（ C P 国国 がが 被被 申申 請請 国国 ））  

a )  申 請 書 は ど の よ う な 形 式 で す

か。  

 ( 1 )ハーグ国際私法会議の申請書  

→ c )へ  

 ( 2 ) C P 国指定の申請書  

入手方法又は写しの添付：  

h t t p : / / w w w . m o f a . g o . j p / m o f a j / f p / h r _

h a / p a g e 2 2 _ 0 0 0 9 4 3 . h t m l   

→ c )へ  

 ( 1 )と ( 2 )の両方→ c )へ  

 申請国指定の申請書→ c )へ  

 形式の指定なし→ b )へ  

 その他→ b )へ  

b )  省略   

c )  中 央 当 局 は 、 電 子 的 手 段 に よ

る書面の提出を認めますか。  

 はい。説明：  

 は い 。 た だ し 裁 判 所 等 へ の 提 出 は

できない。  

 いいえ。  

d )  申 請 者 の た め に 中 央 当 局 が 行

動 す る た め の 委 任 状 又 は 申 請

者 の た め の 代 理 人 （ 弁 護 士 ）

を 中 央 当 局 が 指 名 す る た め の

委任状が必要ですか。  

□  はい。  

 申請書に記載  

 署 名 し た 陳 述 書 又 は 宣 言 書 に 記

載  

 その他  

 いいえ。  

e )  中 央 当 局 は 、 申 請 書 を 受 理 し

たことを通知しますか。  

 はい。  

 E メール  

□  ファックス  
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□  郵便  

□  その他  

□  いいえ。  

f )  提 出 さ れ た 情 報 が 足 り な い 場

合 、 中 央 当 局 は 、 援 助 を 開 始

しますか。  

□  は い 。 申 請 国 の 中 央 当 局 を 通 じ て

追加の情報提供を求める。  

 いいえ。  

 全ての書類が必要  

 申 請 国 の 中 央 当 局 を 通 じ て 追 加

の必要書類を請求する。  

 足りない情報の種類による。  

 その他  

g )  申 請 を 受 け た 後 、 中 央 当 局 は

誰 と 連 絡 を と る こ と が 好 ま し

いですか。  

 申請国の中央当局  

 申請者  

 申請者の弁護士  

 上記全員  

 その他  

h )  子 の 任 意 の 返 還 に 向 け て 、 中

央 当 局 は ど の よ う な 措 置 を と

りますか。  

 任 意 の 返 還 を 求 め る た め に T P と

連絡をとる。  

 当事者に調停その他の A D R を推奨

する。  

 その他  

i )  上 記 の 任 意 の 返 還 に 向 け た 措

置 に よ っ て 不 適 切 な 遅 延 が 生

じ る こ と の な い 理 由 は 何 で す

か。  

説明：中央当局は、子と同居している

者に援助申請があったことを通知し、

期 限 迄 に 中 央 当 局 に 連 絡 す る よ う 要

請する。一方、申請者はいつでも家庭

裁判所に申し立てることができる。  

j )  中 央 当 局 は 、 子 に さ ら な る 害

が 生 じ る こ と が な い よ う 暫 定

措 置 を と る 、 又 は と ら せ る た

め に ど の よ う な 役 割 を 果 た し

ますか。  

 子 に 危 険 が あ る と 考 え ら れ る 場 合

は、適切な機関に通報する。  

 裁 判 所 等 に 直 接 連 絡 し 、 保 護 命 令

を出してもらう。  

 当事者を適切な機関に紹介する。  

 その他  

k )  申 請 者 は C P 国 に お い て 中 央

当 局 を 経 由 せ ず に 条 約 に 基 づ

 はい。：  

申請者は中央当局の H P において情
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く 返 還 手 続 を 開 始 す る こ と が

できますか。  

報を入手することができる。  

h t t p : / / w w w . m o f a . g o . j p / m o f a j / g a i k o / h a g

u e / i n d e x . h t m l  

申 請 者 は 地 域 の 弁 護 士 会 又 は 管 轄

権 の あ る 家 庭 裁 判 所 か ら 情 報 を 入 手

することができる（日本語のみ）。  

中 央 当 局 に 対 す る 援 助 申 請 が な さ

れなかった場合、中央当局は一般的な

情 報 提 供 以 外 の 援 助 を す る こ と が で

きない。  

 いいえ。  

  

7 .  子子 のの 所所 在在 のの 特特 定定 及及 びび 連連 れれ 去去 りり のの 防防 止止  

a )  返 還 手 続 は 子 の 所 在 が 特 定 さ

れる前に開始できますか。  

 はい。  

□  はい。状況による。  

□  いいえ。  

b )  子 の 所 在 の 特 定 を 開 始 す る た

めに、C P 国では子の行方に関

し て ど の よ う な 情 報 を 必 要 と

していますか。  

□  子が C P 国に入国した証拠

□  子が C P 国に所在すると考えられ

る申請者からの情報

 不要。子の所在の調査は申立てに

より開始する。

□  その他

c )  子 の 所 在 を 発 見 す る た め 、 ど

の よ う な 方 法 や 情 報 源 が 用 い

られますか。  

□  ( 1 )民間の調査サービス  

 ( 2 )人口登録  

□  ( 3 )労働者登録  

 ( 4 )他 の 政 府 機 関 の 保 持 す る 情 報

（入国管理局、社会福祉局）  

 ( 5 )警察  

□  ( 6 )国際刑事警察機構  

□  ( 7 )裁 判 所 命 令 に よ り 提 供 さ れ た 子

の行方に関する情報  

 ( 8 )そ の 他 ： 学 校 、 病 院 、 水 道 ・ 電

気 ・ 電 話 サ ー ビ ス の 提 供 機 関 及 び

配偶者からの D V 被害者を支援す
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る民間団体等  

d )  上 記 の 措 置 を 誰 が 行 い ま す

か。番号で示しなさい。  

中央当局： 2 , 4 , 5 , 8  

申請者：  

申請者の代理人：  

その他：  

e )  上 記 の 措 置 の 中 で 、 管 轄 当 局

の 命 令 を 必 要 と す る も の は 何

番ですか。  

（なし）  

f )  連 れ 去 り ・ 再 連 れ 去 り を 防 止

するため、C P 国ではどのよう

な措置がとられていますか。  

 ( 1 )子の旅券を当局が保管する。  

□  ( 2 ) T P の旅券を当局が保管する。  

 ( 3 )子の連れ去り禁止命令をとる。  

□  ( 4 )国境や港に警戒態勢をとる。  

□  ( 5 ) T P に定期的な連絡を求める。  

□  ( 6 ) T P に一定額の支払いを求める。 

□  ( 7 )子を一時的に施設に預ける。  

□  ( 8 )その他  

g )  上 記 の 措 置 を 誰 が 行 い ま す

か。番号で示しなさい。  

中央当局：  

申請者：  

申請者の代理人：  

その他：  

一 方 の 当 事 者 が 日 本 か ら 子 を 連 れ

去る危険がある場合、もう一方の当事

者は、返還手続が係属している家庭裁

判所に対し、子の出国を禁じる命令を

求めることができる。  

そ の 命 令 を 受 け た 相 手 方 が 子 の 旅

券を所持する場合には、家庭裁判所は

そ の 者 に 対 し 外 務 省 へ の 旅 券 の 引 き

渡しを命じることができる。  

h )  上 記 の 措 置 の 中 で 所 轄 機 関 の

命 令 が 必 要 な も の は あ り ま す

か。  

1 , 3  
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8 .  代代 理理 及及 びび 法法 的的 援援 助助  

8 . 1  一一 般般 的的 なな 事事 項項  

a )  あなたの国はハーグ条約 2 6 条

（ 手 数 料 ・ 費 用 の 徴 収 ） を 留

保していますか。  

 はい。  

□  いいえ。  

b )  中 央 当 局 は 、 返 還 を 求 め る 方

法 に つ い て 法 的 助 言 を 行 い ま

すか。  

□  はい。  

□  いいえ。  

 いいえ。ただし、  

 中央当局は、申立人に適切な助言

者を紹介する。  

 中央当局は、法や手続に関する一

般的な情報を提供する。  

 その他  

c )  返 還 手 続 に 弁 護 士 は 必 要 で す

か。  

□  はい。  

□  いいえ。  

 い い え 。 し か し 、 弁 護 士 へ の 依 頼

を推奨する。  

d )  中 央 当 局 は 、 弁 護 士 の 手 配 に

関 し て ど の よ う な 役 割 を 果 た

しますか。  

 申 立 人 自 身 が 弁 護 士 を 手 配 す る 。

ただし、中央当局は、  

 弁護士リストを提供する。  

 無 料 ・ 割 引 の あ る 弁 護 士 リ ス ト

を提供する。  

 そ の 他 ： 英 語 を 使 え る 日 本 人 弁

護士を希望する L B P は、中央当

局 の 弁 護 士 紹 介 サ ー ビ ス を 通 じ

て 日 本 弁 護 士 連 合 会 か ら ３ 人 の

弁護士の紹介を受ける。  

 中 央 当 局 が 返 還 手 続 を 行 う 機 関 に

申 立 書 を 提 出 す る た め 、 弁 護 士 は

不要。  

 中 央 当 局 が 弁 護 士 を 手 配 し 、 以 下

の者が担当する。  

□  中央当局所属の弁護士  

□  弁護士  
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□  検察官  

□  その他  

□  その他  

8 . 2 無無 料料 ・・ 割割 引引 のの ああ るる 法法 律律 扶扶 助助  

a )  申 立 人 が 返 還 手 続 の 際 に 利 用

で き る 無 料 ・ 割 引 の あ る 法 律

扶助はありますか。  

□  はい。無料の法律扶助がある。  

□  はい。割引のある法律扶助がある。 

 いいえ。→ b )へ  

b )  上 記 の 法 律 扶 助 が な い 場 合 、

申 立 人 を 金 銭 的 に 援 助 す る 別

の方法がありますか。  

□  相手方に費用負担を命じる仕組み  

□  無料奉仕の法律扶助  

 そ の 他 ： 費 用 を 支 払 え な い 経 済 状

況 に あ る 申 立 人 に 対 し 日 本 司 法 支

援センターが立替える。  

□  ない。  

c )～ l )  省略   

  

9 .  監監 護護 権権  

9 . 1  監監 護護 権権 のの 取取 得得 ・・ 行行 使使  

a )  C P 国の法律に基づき監護権

が生じていますか。  

 はい。→ b )へ  

□  いいえ。→ c )へ  

b )  その法律に基づき監護権は誰

に付与されますか。  

説明：事案や民法の適用状況による。

民法は以下より入手可能。  

h t t p : / / w w w . j a p a n e s e l a w t r a n s l a t i o n . g o . j

p / ? r e = 0 2 .  

婚姻関係にある夫婦の子は両親が共

同で親権を行使する。離婚の際、いず

れの親が親権者となるかを両親又は

裁判所が決定する。  

c )～ l )  省略   

  

1 0 .  返返 還還 手手 続続  

1 0 . 1   管管 轄轄 当当 局局 のの 組組 織織  

a )  ハーグ条約の返還手続を行う

裁判所等は限定されています

か。  

 はい。  

□  いいえ。  
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b )  ハーグ条約の返還手続を行う

裁判所等は何か所あります

か。また、裁判官等は何人で

すか。  

裁判所等：２つの裁判所（子の返還手

続は子の住所に応じて東京家庭裁判

所又は大阪家庭裁判所の管轄）  

裁判官等：２つの家庭裁判所に数名の

裁判官が所属  

c )  返 還 す る か 否 か を 決 定 す る 機

関はどこですか。  

東京家庭裁判所、大阪家庭裁判所  

d )～ e )  省略   

1 0 . 2  ハハ ーー ググ 条条 約約 1 5、、 1 6 条条  

省略   

1 0 . 3  手手 続続  

a )  中央当局は、手続の開始に便

宜をはかる義務をどのように

果たしますか。  

□  中央当局が返還手続を開始する。  

□  中央当局が適切な弁護士に書面を

送付する。  

□  中央当局が検察官に書面を送付す

る。  

 その他：中央当局が法や手続に関

する一般的な情報を提供する。  

b )  返 還 手 続 の 申 立 人 は 誰 で す

か。  

 個人、施設その他の機関  

□  中央当局  

□  検察官  

□  その他  

c )  裁 判 所 等 へ 提 出 す る 書 面 は 、

C P 国 の 公 用 語 に 翻 訳 す る 必

要がありますか。  

 は い 。 翻 訳 機 関 ・ 費 用 ： 当 事 者 が

翻 訳 の 責 任 を 負 う 。 た だ し 、 裁 判

所 へ の 提 出 書 面 に つ い て は 、 予 算

の 限 度 で 、 中 央 当 局 委 託 の 翻 訳 サ

ービスを無料で利用できる。  

 いいえ。  

 書類の種類による。  

d )  裁 判 所 等 が 迅 速 に 返 還 手 続 を

行 う こ と を 確 保 す る た め の 措

置はありますか。  

 はい。：  

条約実施法：第 1 5 1 条  

手続規則：  

□その他  

入手方法又は写しの添付：  
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h t t p : / / w w w . j a p a n e s e l a w t r a n s l a t i o n . g o . j

p / ? r e = 0 2 .  

 いいえ。  

e )  通 常 、 手 続 開 始 か ら 終 局 判 決

ま で ど の 程 度 の 時 間 が か か り

ますか（上訴を除く）。  

 6 週間以内  

 6～ 1 2 週間  

 1 2 週間以上  

f )  通常、申立人は返還手続に出

席する必要がありますか。  

＊条約では当事者の実際の出席

は求められていない。  

 はい。  

 する必要はないが、出席する方が

望ましい。  

 いいえ。  

g )  申立人が外国から返還手続に

参加するための設備はありま

すか。  

 はい。  

□ビデオカンファレンス  

□電話  

弁護士を通じて参加  

□その他  

 いいえ。  

h )  申立人が C P 国で返還手続に

参加する際、同時通訳を利用

できますか。  

 はい。  

 いいえ。  

 事件の状況による。  

i )  上記の設備や同時通訳サービ

スは、誰が費用を負担します

か。  

 申立人  

 申請国の中央当局  

 被申請国の中央当局  

 裁判所等  

 利用内容による。  

 その他：申立人と相手方のどちら

が費用を負担すべきかを裁判所が

決定する。  

j )  申立人が返還手続に参加を希

望する場合、入管に関する特

別措置（査証）はありますか。 

 はい。：「入管に関する特別措置」

はないが、手続参加のための入国

希望であれば、通常、必要な限度

で認められる。  

□  いいえ。  

k )  返還の判断が裁判所等の審理

なしに書面審査のみで決定さ

□  はい。  

□  はい。そのような可能性はあるが、
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れることがありますか。  実際にはない。  

 いいえ。常に審理がある。  

l )  返還手続において口頭による

証拠（陳述）は採用されます

か。  

□  はい。常に採用。  

 はい。限定的に採用：家庭裁判所

が必要とする場合のみ。  

□  いいえ。  

1 0 . 4  子子 のの 参参 加加  

a )  返還手続において子が聴聞さ

れる機会はありますか。  

□  はい。常にある。→ b )へ  

 事案による。裁判官等の裁量判断。 

→ b )へ  

□  条約 1 3 条 2 項に基づく場合のみ。  

→ b )へ  

□  その他→ b )へ  

□  いいえ。→ 1 0 . 5 へ  

b )  返還手続において子はどのよ

うに聴聞されますか。  

 裁判官による直接聴聞  

□  無所属の専門家による裁判所への

報告  

 子自身の代理人  

 その他：家庭裁判所調査官による

報告  

c )  省略   

d )  裁判所等は、返還手続で子の

最善の利益を主張させるため

に代理人（弁護士・訴訟後見

人）を指名することができま

すか。  

 はい：子が手続行為をしようとす

る場合において、必要があると認

めるときは、裁判長は、申立てに

より又は職権で、弁護士を手続代

理人に選任することができる。  

□  いいえ。  

1 0 . 5  保保 護護 措措 置置  

a )  C P 国での子の監護状況に問

題がある場合、どの機関が子

の状況判断と保護を行います

か。  

 行政の社会福祉機関：児童相談所  

 民間の機関  

 中央当局  

 警察。必要な場合のみ。  

□  裁判所  

□  その他  
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b )  返還手続の開始前後におい

て、子の保護を確実にするた

め、どのような措置がとられ

ますか。  

□  1 .暴力・飲酒等の行為を T P に禁じ

る暫定命令をとる。  

 2 .子を里親の監護下に置く。  

 3 .子を国の監護下に置く。  

 4 . T P による子の監護を社会福祉機

関が監督する。  

□  5 .その他  

c )  上記の措置には裁判所命令が

必要ですか。  

上記全ての措置について児童相談所

所長の判断が必要となる。  

d )  裁判所に保護措置を求めるの

は誰ですか。  

□  申立人  

□  申請国の中央当局  

□  被申請国の中央当局  

□  検察官  

□  裁判官（職権による）  

 行政の社会福祉機関  

□  警察  

□  その他  

1 0 . 6  返返 還還 手手 続続 中中 のの 面面 会会 交交 流流  

a )  裁判所等は、返還手続中の申

立人と子の面会交流の実施の

ため暫定措置をとることがで

きますか。  

 はい。  

 いいえ。  

1 0 . 7  上上 訴訴  

a )  返還手続において、上訴する

ことができますか。  

 はい。  

 一定の状況においてのみできる。  

上訴は何審級あるか、上訴担当機関：  

2 審級。第 1 の上訴（即時抗告）は東

京高等裁判所・大阪高等裁判所、第 2

の上訴は最高裁判所。  

最高裁判所への上訴は、終局決定に憲

法の解釈の誤りその他憲法の違反が

ある場合（特別抗告）及び法令の解釈

に関する重要な事項を含み、その高等

裁判所が上訴を許可した場合（許可抗
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告）に認められる。  

 いいえ。→ 1 1 へ  

b )～ l )  省略   

  

1 1 .  子子 のの 返返 還還  

1 1 . 1 返返 還還 措措 置置 ・・ 費費 用用  

a )  子の返還のための移動の手配

を誰が行いますか。  

□  T P  

□  申立人  

 T P 及び申立人  

□  申請国の中央当局  

□  被申請国の中央当局  

□  裁判所等が手配者を指名  

□  その他  

b )  子の返還にかかる移動の費用

を誰が負担しますか。  

□  T P   

□  申立人  

□  T P 及び申立人  

□  申請国の中央当局  

□  被申請国の中央当局  

□  裁判所等が費用を決定  

 その他：返還命令の場合は T P が負

担する。  

任意の返還の場合は、費用負担に

つき両者の合意で決定する。  

c )  子の返還にかかる移動の費用

に援助はありますか。  

□  はい。  

 いいえ。  

d )～ e )  省略   

1 1 . 2  安安 全全 なな 返返 還還 のの 提提 供供  

a )  D V その他の虐待から子を保

護するための国内法はありま

すか。  

 はい。入手方法又は写しの添付：  

h t t p : / / w w w . m h l w . g o . j p / b u n y a / k o d o

m o / d v 2 6 /（日本語）  

□  いいえ。  

b )  D V その他の虐待から成人を

保護するための国内法はあり

ますか。  

 はい。入手方法又は写しの添付：  

h t t p : / / w w w . g e n d e r . g o . j p / e - v a w / l a w /

s v . p d f  
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□  いいえ。  

c )  どの機関が子の保護を行いま

すか。  

 行政の社会福祉機関：児童相談所  

 民間の組織  

 中央当局  

 警察  

□  裁判所  

□  その他  

d )  子の保護に関し、中央当局は

どのような役割を果たします

か。  

説明：日本国中央当局は、子の返還の

決定を申請国の中央当局に連絡する。

また、両親に協力を求め、必要であれ

ば、警察、入国管理局及び航空会社等

に連絡する。  

C P 国国 がが 被被 申申 請請 国国 でで ああ るる 場場 合合  

e )  裁判所等が返還を命じる際、

安全な返還のために条件を設

定しますか。  

□  子に害が及ばないための保護命令

等を出す。  

□  子に害を及ぼさないことを約した

一方の当事者のアンダーテイキン

グを認める。  

 その他： d）参照  

f )  上記の条件設定がなされた場

合、裁判所等はその条件を守

らせるためにどのようなこと

を行いますか。  

説明：  

C P 国国 がが 申申 請請 国国 でで ああ るる 場場 合合  

g )  C P 国の裁判所等は、  

i .  子への害を防ぐため、被申

請国で下された保護命令等

を承認・執行することがで

きますか。  

 

 

 

 

 

 はい。  

□  いいえ。  

説明：外国裁判所の確定判決は、①判

決を行った外国裁判所が裁判管轄権

を有すること、②敗訴被告への送達が

あったこと、③外国判決の内容及び手

続が日本の公序に反しないこと、④相

互の保証があることの全ての要件を

具備する場合に限り有効となる。  

（民事訴訟法 1 1 8 条）  
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i i .  被申請国で約されたアンダ

ーテイキングを実施するよ

う求めることができます

か。  

i i i .  被申請国でとられた保護措

置に必要な「ミラーオーダ

ー」をとることができます

か。  

□  はい。  

 いいえ。  

□  アンダーテイキングのおもな内容

による。  

□  はい。  

 いいえ。  

1 1 . 3 刑刑 法法 及及 びび 子子 のの 返返 還還  

a )  一方の親による C P 国からの

不法な子の連れ去りは、刑法

上の犯罪ですか。  

□  はい。  

 状況による。：刑法 2 2 4 条（未成年

者略取及び誘拐）が適用可能。  

2 2 4 条「未成年者を略取し、又は誘

拐した者は、3 月以上 7 年以下の懲

役に処する。」  

□  いいえ。  

b )  C P 国外での一方の親による

不法な子の留置は、刑法上の

犯罪ですか。  

□  はい。  

 状況による。：刑法 3 条（国民の国

外犯）及び刑法 3 条の 2（国民以外

の者の国外犯）に基づき、刑法 2 2 0

条（逮捕及び監禁）が適用可能。  

2 2 0 条「不法に人を逮捕し、又は監

禁した者は、三月以上七年以下の

懲役に処する。」  

□  いいえ。  

c )～ i )  省略   

  

1 2 .  返返 還還 命命 令令 のの 執執 行行  

省略   

  

P a r t  I V：： 面面 会会 交交 流流 をを 求求 めめ るる 方方 法法  

1 3 .  中中 央央 当当 局局 経経 由由 のの 援援 助助 申申 請請  

1 3 . 1  外外 国国 面面 会会 交交 流流 援援 助助（（ アア ウウ トト ゴゴ ーー イイ ンン ググ ））申申 請請（（ C P 国国 がが 申申 請請 国国 ）） 

a )  申 請 書 の 作 成 に 関 し 、 ど の よ  中央当局による援助  
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うな援助がありますか。   他の機関による援助  

 弁護士の紹介  

 その他  

1 3 . 2  C P 国国 面面 会会 交交 流流 援援 助助 （（ イイ ンン カカ ミミ ンン ググ ）） 申申 請請 （（ C P 国国 がが 被被 申申 請請 国国 ））  

a )  ハ ー グ 条 約 に 基 づ く 面 会 交 流

援 助 の た め の 特 定 の 申 請 書 は

ありますか。  

 はい。→ c )へ  

入手方法又は写しの添付：  

申請者は日本国中央当局の H P で入手

可能。  

h t t p : / / w w w . m o f a . g o . j p / m o f a j / f i l e s / 0 0 0 0

2 8 7 4 1 . p d f  

□  いいえ。→ b )へ  

b )  省略   

c )  中 央 当 局 は 、 電 子 的 手 段 に よ

る書面の提出を認めますか。  

 はい。説明：  

 は い 。 た だ し 、 裁 判 所 等 へ の 提 出

はできない。  

 いいえ。  

d )  申 請 者 の た め に 中 央 当 局 が 行

動 す る た め の 委 任 状 又 は 申 請

者 の た め の 代 理 人 （ 弁 護 士 ）

を 中 央 当 局 が 指 名 す る た め の

委任状が必要ですか。  

□  はい。  

 申請書に記載。  

 署 名 し た 陳 述 書 又 は 宣 言 書 に 記

載。  

 その他  

 いいえ。  

e )  中 央 当 局 は 、 申 請 書 を 受 理 し

たことを通知しますか。  

 はい。  

 E メール  

□  ファックス  

□  郵便  

□  その他  

□  いいえ。  

f )  提 出 さ れ た 情 報 が 足 り な い 場

合 、 中 央 当 局 は 援 助 を 開 始 し

ますか。  

□  は い 。 申 請 国 の 中 央 当 局 を 通 じ て

追加の情報提供を求める。  

 いいえ。  

 全ての書類が必要。  

 申 請 国 の 中 央 当 局 を 通 じ て 追 加

の必要書類を請求する。  
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 足りない情報の種類による。  

 その他  

g )  申 請 を 受 け た 後 、 中 央 当 局 は

誰 と 連 絡 を と る こ と が 好 ま し

いですか。  

 申請国の中央当局  

 申請者  

 申請者の弁護士  

 上記全員  

 その他  

h )  国 際 的 な 面 会 交 流 事 案 の 当 事

者 間 の 合 意 形 成 に 向 け て 、 中

央 当 局 は ど の よ う な 措 置 を と

りますか。  

 面会交流の相手方と連絡をとる。  

 当事者に調停その他の A D R を推奨

する。  

□  その他  

i )  上 記 の 合 意 形 成 に 向 け た 措 置

に よ っ て 不 適 切 な 遅 延 が 生 じ

る こ と の な い 理 由 は 何 で す

か。  

説明：中央当局は、子と同居している

者に援助申請があったことを通知し、

期 限 迄 に 中 央 当 局 に 連 絡 す る よ う 要

請する。一方、申請者はいつでも家庭

裁判所に申し立てることができる。  

j )  中 央 当 局 は 、 面 会 交 流 の 調 整

の た め に 、 通 常 、 ど の よ う な

援 助 を す る こ と が で き ま す

か。  

 中 央 当 局 は 、 両 当 事 者 間 の 連 絡 を

容易にすることができる。  

 中央当局経由で直接的に。  

□  第三者を介して。  

 中 央 当 局 は 、 申 請 者 に 対 し て 、 調

停 、 法 的 支 援 又 は 社 会 福 祉 支 援 等

の 提 供 可 能 な サ ー ビ ス に 関 す る 情

報を提供することができる。  

 その他  

k )  中 央 当 局 は 、 何 に 基 づ き 援 助

を行うことができますか。  

 面 会 交 流 権 の 付 与 に 関 す る 裁 判 所

等の命令  

 その他：条約実施法  

l )  申 請 者 は C P 国 に お い て 中 央

当 局 を 経 由 せ ず に 面 会 交 流 に

関 す る 手 続 を 開 始 す る こ と が

できますか。  

 はい。：  

申請者は、中央当局の H P において

情報を入手することができる。  

h t t p : / / w w w . m o f a . g o . j p / m o f a j / g a i k o / h a g

u e / i n d e x . h t m l  

申請者は、地域の弁護士会又は管轄
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権 の あ る 家 庭 裁 判 所 か ら 情 報 を 入 手

することができる（日本語のみ）。  

中 央 当 局 に 対 す る 援 助 申 請 が な さ

れなかった場合、中央当局は、一般的

な 情 報 提 供 以 外 の 援 助 を す る こ と が

できない。  

 いいえ。  

  

1 4 .  子子 のの 所所 在在 のの 特特 定定 及及 びび 連連 れれ 去去 りり のの 防防 止止  

子の返還と同様であるため省略（ 7 節参照）  

 

1 5 .  代代 理理 及及 びび 法法 律律 扶扶 助助  

子の返還と同様であるため省略（ 8 節参照）  

 

1 6 .  面面 会会 交交 流流 権権  

1 6 . 1  面面 会会 交交 流流 権権 のの 決決 定定  

a )  面 会 交 流 権 の 取 得 ・ 行 使 は ど

の 法 律 に 定 め ら れ て い ま す

か。  

入手方法又は写しの添付：  

民法  

b )  面 会 交 流 権 に 関 す る 判 断 は 司

法 又 は 行 政 当 局 の ど ち ら が 行

いますか。  

裁判所  

c )  C P 国 で は 誰 が 面 会 交 流 権 を

主張することができますか。  

 父母  

 継父母  

 祖父母  

 その他の家族  

 その他  

d )  面 会 交 流 に 関 す る 手 続 に お い

て 、 子 の 最 善 の 利 益 は お も な

考慮事項ですか。  

 はい。  

 い い え 。 そ の 場 合 、 何 が お も な 考

慮事項ですか。：  

1 6 . 2  面面 会会 交交 流流 権権 のの 行行 使使  

a )  裁判所等は、子と申請者の面会

交 流 権 を 確 保 す る た め に ど の

ような保護策を講じますか。  

 旅券等の提出  

 申 請 者 に 警 察 等 へ 定 期 的 に 連 絡 さ

せる。  
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 保証金等の支払  

 監督付きの面会交流  

 面 会 交 流 の 実 施 方 法 に つ い て 制 限

をつける。  

 宣 誓 供 述 書 又 は 宗 教 的 な 宣 誓 書 に

署名させる。  

 面 会 交 流 の 詳 細 な 予 定 表 を 作 成 す

る。  

 外 国 の 大 使 館 等 に 子 の 新 た な 旅 券

等を発行しないよう要請する。  

 その他  

1 6 . 3  監監 督督 付付 きき のの 面面 会会 交交 流流  

a )  監 督 付 き の 面 会 交 流 を 実 施 す

るための施設がありますか。  

 はい。  

 いいえ。→ 1 7 へ  

b )  監 督 付 き の 面 会 交 流 は ど の よ

うな条件で実施されますか。  

 両当事者が合意した条件  

 一方の当事者の希望する条件  

 社会福祉機関の決定した条件  

 裁判所等の決定した条件  

 その他  

c )  ど の 機 関 が 監 督 付 き 面 会 交 流

を実施しますか。  

 行政の社会福祉機関  

 民間の機関  

 中央当局  

 警察  

 裁判所  

 その他  

d )  監 督 付 き 面 会 交 流 の 実 施 費 用

は誰の負担となりますか。  

 申立人  

 子の日々の養育を行う者  

 中央当局  

 裁判所等の命令による。  

 そ の 他 ： 当 事 者 が 選 択 す る 実 施 機

関 に よ る 。 外 務 省 委 託 機 関 で 実 施

し 、 一 定 の 条 件 を 満 た せ ば 、 費 用

の援助を受けられる場合がある。  
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1 7 .  面面 会会 交交 流流 をを 求求 めめ るる 手手 続続  

1 7 . 1  担担 当当 局局 のの 組組 織織  

a )  ハ ー グ 条 約 の 面 会 交 流 手 続 を

行 う 裁 判 所 等 は 限 定 さ れ て い

ますか。  

 はい。  

 いいえ。  

b )  ハ ー グ 条 約 の 面 会 交 流 手 続 を

行 う 裁 判 所 等 は 何 か 所 あ り ま

す か 。 ま た 、 裁 判 官 等 は 何 人

ですか。  

裁判所等：外国返還・日本国面会交流

援 助 決 定 を 受 け た 者 又 は 子 の 返 還 の

申立てをした者が、子との面会交流を

求めた場合、子の住所地に基づく家庭

裁判所及び東京・大阪家庭裁判所に管

轄権がある。  

裁判官等：家庭裁判所に所属する数名

の裁判官  

c )～ d )  省略   

1 7 . 2  手手 続続  

a )  ハ ー グ 条 約 に 基 づ く 面 会 交 流

の 申 立 て に 適 用 さ れ る 特 別 な

手続がありますか。  

 はい。  

 いいえ。  

b )  裁 判 所 等 へ 提 出 す る 書 面 は 、

C P 国 の 公 用 語 に 翻 訳 す る 必

要がありますか。  

 は い 。 翻 訳 機 関 ・ 費 用 ： 当 事 者 が

翻 訳 の 責 任 を 負 う 。 た だ し 、 裁 判

所 へ の 提 出 書 面 に つ い て は 、 予 算

の 限 度 で 、 中 央 当 局 委 託 の 翻 訳 サ

ービスを無料で利用できる。  

 いいえ。  

 書類の種類による。  

c )  通 常 、 手 続 開 始 か ら 終 局 判 決

ま で ど の 程 度 の 時 間 が か か り

ますか（上訴を除く）。  

 6 週間以内  

 6～ 1 2 週間  

 3～ 6 か月  

 6 か月以上  

d )  通常、申立人は手続に出席す

る必要がありますか。  

＊条約では当事者の実際の出席

は求められていない。  

 はい。  

 する必要はないが、出席する方が

望ましい。  

 いいえ。  

e )  申立人が外国から手続に参加  はい。  
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するための設備はあります

か。  

 ビデオカンファレンス  

 電話  

 弁護士を通じて参加  

 その他  

 いいえ。  

f )  申立人が C P 国で手続に参加

する際、同時通訳を利用でき

ますか。  

 はい。  

 いいえ。  

g )  上記の設備や同時通訳サービ

スは、誰が費用を負担します

か。  

 申立人  

 申請国の中央当局  

 被申請国の中央当局  

 裁判所等  

 利用内容による。  

 その他：申立人と相手方のどちら

が費用を負担すべきかを裁判所が

決定する。  

h )  申立人が返還手続に参加を希

望する場合、入管に関する特

別措置（旅券）はありますか。 

 はい。：「特別な入管措置」はない

が、手続参加のための入国希望で

あれば、通常、「短期滞在」として

認められる。  

□  いいえ。  

1 7 . 3  子子 のの 参参 加加  

子の返還と同様であるため省略（ 1 0 . 4 参照）  

1 7 . 4  上上 訴訴  

a )  面会交流手続において、上訴

することができますか。  

 はい。  

 一定の状況においてのみできる。  

上訴は何審級あるか、上訴担当機関：

2 審級。第 1 の上訴（即時抗告）は高

等裁判所、第 2 の上訴（特別抗告・許

可抗告）は最高裁判所。  

 いいえ。→ 1 8 へ  

b )  ハーグ条約に基づく面会交流

手続を上訴するための即決・

特別手続がありますか。  

 はい。  

 いいえ。  
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c )～ l )  省略   

  

1 8 .  面面 会会 交交 流流 権権 のの 執執 行行  

省略   

 

P a r t  V：： 調調 停停 そそ のの 他他 のの 裁裁 判判 外外 紛紛 争争 解解 決決 手手 続続  

1 9 .  調調 停停  

1 9 . 1  調調 停停 ササ ーー ビビ スス  

a )  調 停 で は 家 族 に 関 す る ど の よ

うな事項を扱いますか。  

 不 法 に 連 れ 去 ら れ 、 留 置 さ れ た 子

の返還・返還拒否  

 監護  

 面会交流  

 転居  

 子の養育  

 夫婦関係等解消後の財産紛争  

 その他  

b )  外国返還援助申請後、C P 国で

は ど の よ う な 種 類 の 調 停 を 受

けることができますか。  

 民間機関による調停  

 裁判所等による調停：裁判官 1 人

を 含 む 調 停 委 員 会 に よ る 裁 判 所 内

の家事調停。  

 N G O による調停  

 その他  

 調停が存在しない。  

c )  C P 国 で の 面 会 交 流 援 助 申 請

後、C P 国ではどのような種類

の 調 停 を 受 け る こ と が で き ま

すか。  

同上  

 

d )  省略   

1 9 . 2   調調 停停 にに 関関 すす るる 規規 程程  

省略   

1 9 . 3   調調 停停 へへ のの アア クク セセ スス  

a )  調 停 人 に 関 す る 情 報 は ど の よ

うに入手できますか。  

 調停人の名簿  

 中央当局を経由して入手。  

 認定期間を経由して入手。  
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 その他の情報源： N G O 又は調停

人の協会  

 その他の方法  

 入手可能な情報はない。  

b )  外 国 返 還 援 助 申 請 が 受 理 さ れ

た 場 合 、 中 央 当 局 は 調 停 の 実

施 に 向 け て ど の よ う な 役 割 を

果たしますか。  

 調 停 に 関 す る 情 報 を 当 事 者 に 提 供

する。  

 専門の調停人に紹介する。  

 裁 判 所 等 に 調 停 開 始 の 命 令 を 求 め

る。  

 その他  

c )  C P 国 で の 面 会 交 流 援 助 申 請

が 受 理 さ れ た 場 合 、 中 央 当 局

は 調 停 の 実 施 に む け て ど の よ

うな役割を果たしますか。  

同上  

d )  外 国 へ の 返 還 援 助 申 請 が 受 理

さ れ た 場 合 、 調 停 の 費 用 は ど

うなりますか。  

 申 立 人 が 無 料 ・ 割 引 の あ る 法 律 扶

助 に 申 し 込 め ば 、 調 停 費 用 は 常 に

それに含まれる。  

 申 立 人 が 無 料 ・ 割 引 の あ る 法 律 扶

助 に 申 し 込 め ば 、 調 停 費 用 が 賄 え

る場合がある。  

 中央当局による対応がある：民間・

N G O による調停については、外務

省 委 託 機 関 を 選 択 す れ ば 、 一 定 の

条件の下、費用の援助がある。  

 その他の資金源  

 当事者が負担  

 その他：裁判所調停については、法

定の費用を当事者が負担する。  

e )  C P 国 で の 面 会 交 流 援 助 申 請

が 受 理 さ れ た 場 合 、 調 停 の 費

用はどうなりますか。  

同上  

1 9 . 4   調調 停停 のの ププ ロロ セセ スス  

a )  返 還 を 求 め る ど の 段 階 で 調 停

ができますか。  

 いつでも可能。申請の前でも可。必

要に応じて保全措置もできる。  
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 中央当局への申請前のみ  

 中央当局への申請後のみ  

 裁判所等への申立て前のみ  

 裁判所等への申立て後のみ  

 その他  

b )  面 会 交 流 を 求 め る ど の 段 階 で

調停ができますか。  

同上  

c )  調 停 に 適 し た 事 案 か ど う か の

判断はなされますか。  

 はい。常に行う。→ d )へ  

 いいえ。→ e )へ  

 そ の 他 ： 裁 判 所 が 子 の 返 還 事 件 を

裁 判 所 内 の 調 停 に 付 す 際 、 当 事 者

の同意が必要となる。  

→ d )、 e )へ  

d )  調 停 に 適 し た 事 案 か ど う か 、

誰が判断しますか。  

 調停人  

 その他：裁判官  

e )  裁 判 手 続 中 に 事 件 が 調 停 に 付

さ れ た 場 合 、 手 続 は 中 止 さ れ

ますか。  

 はい。：裁判手続、家事審判手続及

び 条 約 実 施 法 に 基 づ く 子 の 返 還 手

続を中止する。  

 いいえ。  

f )  調 停 に お い て 子 の 意 見 は ど の

ように扱われますか。  

 子 の 年 齢 が 十 分 で あ る か 成 熟 し て

い る 場 合 に は 、 調 停 人 は 子 と 面 会

し な け れ ば な ら な い と の 規 定 が あ

る。  

 子 の 年 齢 が 十 分 で あ る か 成 熟 し て

い る 場 合 に は 、 子 の 意 見 が 調 停 人

に 伝 え ら れ ね ば な ら な い が 、 直 接

的 で あ る 必 要 は な い と の 規 定 が あ

る。  

 調停人の裁量判断による。  

 子の意見は重視されない。  

 そ の 他 ： 事 案 に よ る が 、 調 停 人 が

子 の 意 見 を 直 接 に 又 は 家 庭 裁 判 所

調 査 官 の 報 告 若 し く は 子 の 代 理 人

から聞くことができる。  
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g )  D V そ の 他 の 虐 待 の 主 張 が 調

停でなされた場合、C P 国にお

い て ど の よ う な 保 護 策 が 講 じ

られますか。  

 ( 1 )被 害 者 の 住 所 そ の 他 の 連 絡 先 情

報を内密にする。  

 ( 2 )その他の保護策  

h )  上 記 の 保 護 策 の 中 で 、 法 的 根

拠 の あ る も の は 何 で す か 。 ま

た 、 調 停 人 の 裁 量 判 断 が 許 さ

れるものは何ですか。  

法的根拠：裁判所内調停では、当事者

に よ る 記 録 の 閲 覧 又 は 謄 写 に 裁 判 所

の許可が必要となる。裁判所は適切な

場合のみそれを許可する。  

調停人の裁量に基づくもの：  

i )  裁 判 所 等 は 、 調 停 中 の 申 立 人

と 子 の 面 会 交 流 の 実 施 の た め

暫 定 措 置 を と る こ と が で き ま

すか。  

 はい。  

 いいえ。  

1 9 . 5  調調 停停 のの 合合 意意 事事 項項 のの 執執 行行 可可 能能 性性  

a )  C P 国の家族法において、調停

事 項 に 関 す る 法 的 な 制 約 が あ

りますか。  

 はい。  

 いいえ。  

b )  調 停 で の 合 意 内 容 を 執 行 す る

た め 、 追 加 的 な 手 続 が 必 要 で

すか。  

 ( 1 )調停での合意事項の公証  

 ( 2 )調 停 で の 合 意 事 項 の 裁 判 所 に よ

る承認  

 ( 3 )調 停 で の 合 意 事 項 の 裁 判 所 へ の

登録  

 ( 4 )その他  

裁 判 所 内 調 停 は 当 事 者 双 方 の 合 意

に よ り 成 立 し 、 そ の 内 容 は 追 加 の

手続なく執行できる。  

民間調停又は N G O による調停の合

意 事 項 は そ の ま ま で は 執 行 す る こ

と が で き な い た め 、 裁 判 所 内 調 停

を行う必要がある。  

 ( 5 )追加的な手続は不要  

c )～ e )  省略   

1 9 . 6  外外 国国 にに おお けけ るる 調調 停停 のの 合合 意意 事事 項項  

省略   
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2 0 .  そそ のの 他他 のの 裁裁 判判 外外 紛紛 争争 解解 決決 手手 続続 （（ A D R））  

省略   

 

P a r t  V I：： 裁裁 判判 官官 同同 士士 のの 直直 接接 のの 連連 絡絡  

2 1 .  裁裁 判判 官官 同同 士士 のの 直直 接接 のの 連連 絡絡  

省略   

 

P a r t  V I I：： そそ のの 他他 のの 情情 報報  

2 2 .  トト レレ ーー ニニ ンン ググ  

省略   

  

2 3 .  そそ のの 他他 のの 実実 施施 措措 置置  

省略   

  

2 4 .  そそ のの 他他 のの ササ ーー ビビ スス  

省略   

 




